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Ａ．研究目的 

本研究全体の目的は、非感染性疾患の予防

のための政策介入の効果及び費用対効果に

係る基礎資料を作成し、日本への導入可能

性の課題整理・検証を含めた政策提言を行

うことである。 

非感染性疾患の死因に占める割合の世界的

な高まりを背景に、その予防に焦点を当て

た政策介入の導入が盛んになっている。近
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年では伝統的な情報・教育介入に加えて、

特に砂糖税をはじめ金銭インセンティブを

用いた介入、さらに金銭や規制等を伴わな

いナッジと呼ばれる介入方法にも国際的な

注目が集まっている。これらの介入には基

礎研究の蓄積があるが、それらが政策介入

のための体系的なエビデンスベースとして

整理されているとは言い難い。さらに、政

策介入は予算投入を伴うが、予算配分を正

当化させるための費用対効果の観点が近年

特に重要となっている。世界保健機関が生

活習慣病対策における世界共通の Best 

Buys（最も費用対効果に優れた介入リス

ト）を策定したものの、現実には政策の効

果や費用対効果は個々の国・地域の政策文

脈によって異なり、日本を含めて必ずしも

効果的な政策介入に繋がるわけではない。

[1-5] 

 

新型コロナウィルス感染症の感染拡大を受

けて人々の生活様式が大きく変化した。食

生活や運動習慣などへの影響が報告されて

おり、新しい生活様式に合わせた生活習慣

病予防のあり方の検討が急務である。[6]

また、予防介入の費用対効果の検証は、コ

ロナ禍において特に限られた医療資源の配

分において重要な役割を果たす。その一方

で、政策介入がもたらす健康の公平性への

効果や、政策によって健康・経済上の影響

を受けるステークホルダー等の分析や、実

際の政策策定プロセスの分析も重要であ

る。 

初年度となる令和２年度では生活習慣病の

予防介入の費用対効果のエビデンスの網羅

的分析を行い、また過去に実施された健康

行動及び主要慢性疾患への介入政策のイン

パクト評価の効果の結果等を統合する調査

を実施した。同時に公平性評価やナッジ等

の重要論点の分析、海外の政策担当者への

インタビュー調査等も行い、各国における

主要政策や課題点などについて取りまとめ

を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では生活習慣病に対する政策介入に

ついて、日本における将来の政策策定を踏

まえて、科学的エビデンスの統合・整理、

後述するサブテーマごとの個別研究を実施

した。一橋大学社会科学高等研究院医療政

策・経済研究センター（HIAS Health）の

所属研究者を中心に、近藤（京都大学）、

五十嵐（横浜市立大学）、森山（広島大

学）が研究分担者として参加した。研究実

施にあたりチーム全体を 7 つのサブテーマ

に分け、以下のように分担し中村が統括し

た：(1)政治経済学（小塩）、(2)健康情報

（井伊）、(3)課税・規制（Yao）、(4)ナッ

ジ（Rouyard）、 (5)公平性（近藤）、(6)費

用対効果（五十嵐）、(7)臨床実践（森

山）。上記に加えて、諸外国における一次

予防政策の実施状況やその効果を把握する

ため、代表的な健康行動である喫煙、飲

酒、食生活、運動習慣に着目した既存政策

の大規模な調査を進めた。 

令和２年１２月に班会議を開催し、研究全

体や分担研究の目的や内容について共有し

議論を行い、その結果をそれぞれの研究に

反映させた。さらに、医学、公衆衛生、医

療経済学、医療倫理、臨床を含む広範囲に

わたる専門性を持つ海外機関の研究者及び

政策担当者（世界保健機関、英国公衆衛生

庁、タイ保健省、タフツ大学、ヨーク大

学、ルクセンブルク社会経済研究所、オク

スフォード大学、ティルバーグ大学等）よ
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り助言等を受けながら研究を遂行した。 

研究全体の計画に対する令和２年度の成果

は図１にまとめられる。本年度は特に国民

の健康づくり運動や生活習慣病予防につい

て、次節で詳しく説明するように既存研究

のレビューや政策関係者へのインタビュー

等による実体把握を中心に行い、同時に具

体的な政策策定に向けた研究を開始した。 

 

Ｃ. 研究結果 

１．健康行動介入の効果に関する調査 

諸外国における生活習慣病予防政策の実施

状況とその効果について調査するため、本

年度では特に一次予防に関して健康行動

（喫煙、飲酒、食生活、運動習慣）に関す

る集団レベルでの公共政策としての介入に

関する既存文献のシステマティック・レビ

ューを行った。既存研究では、公共政策に

限らず実験室等での介入結果に注目した分

析を行うことが多いが、本研究の特色とし

て、現実に施行された公共政策に注目して

エビデンス・ベースを構築し分析を行って

いる点が挙げられる。[7] 健康行動に対す

る政策介入では、実験室で行われた介入の

結果と実際の政策での効果では結果が異な

る可能性が指摘されている。本研究の調査

図１：研究計画全体に対する令和２年度研究の成果（黒字が今年度の成果、灰色字は次年

度以降の実施の計画） 
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により、実際に政策として介入が実行され

た際にどの程度の効果が期待できるのかが

明らかになる。本報告書では執筆時点で暫

定的な結果の取りまとめができた喫煙と飲

酒に関して記述する。 

システマティック・レビューの手順等は図

２の PRISMA (Preferred Reporting Items 

for Systematic Reviews and Meta-

Analyses) diagram に示した通り。

PubMed、Embase、CINAHL、Web of Science

および EconLit のデータベースにてキーワ

ード検索を行い、喫煙について 3475 件、

飲酒については 1942 件の文献を特定し

た。さらにタイトルや要旨、全文を調べ、

最終的に合計 219 件の論文について分析を

行った。 

喫煙 : データベースで特定した研究  

全 体 (n=3475): PubMed (n =2817), 

Embase (n=134), Web of Science 

(n=238), CINAHL (n=111), EconLit (n= 

175) 

飲酒 : データベースで特定した研究

全 体 (n=1942): PubMed (n =1458), 

Embase (n=106), Web of Science 

(n=209), CINAHL (n=63), EconLit (n= 

106) 

 

タイトルと要旨による選

別  

(n = 4224) 

集団レベルでの介入である情

報が確認できず除外した論文  

(n = 3875)  

論文全文による選別  

(n = 349) 

英語論文でない、モデル分析、

政策介入ではない、レビュー

やコメント論文である等の理

由で除外した論文(n =92)  

分析した論文  

(n = 219) 

重複を解消後の論文  

(n = 4224) 

図２： PRISMA Flow Diagram (喫煙と飲酒のみ) 
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219 件の文献のうち、175 件が喫煙に関す

る研究であり、39 件が飲酒に関する文献

であった。5 件は喫煙と飲酒の両方を扱っ

た文献である。過半数の研究はアメリカ合

衆国（110 件）で行われており、次いで英

国をはじめとした欧州で研究が行われてい

る。また、多くの研究（40 件）がタバコ

税や条件付き現金給付などの金銭的インセ

ンティブを用いた政策の評価を行ってお

り、その他に評価数の多い政策は、教育・

啓発、喫煙への規制、タバコ製品への警告

メッセージ及び警告的写真の添付等であ

る。他も、喫煙への年齢制限の適用、公共

施設や室内での喫煙規制、ニコチン抑制の

セラピーの提供などの政策が評価されてい

た。これらの公共政策の効果では、課税や

価格上げと法規制の効果が最も強いことが

喫煙や飲酒の抑制ならびに生活習慣病の抑

制に効果的であるということが分かった。 

令和 3 年度では、文献データの分析対象を

食生活、運動習慣まで広げるとともに、喫

煙とアルコールも含めてより詳細なデータ

抽出を行うことにより、介入手段ごとのメ

タアナリシスなどを行う予定である。 

 

２．非感染性疾患対策介入の費用対効果に

関する調査 

非感染性疾患の対策では世界保健機関が最

も費用対効果に優れるとされる介入をまと

めた「ベスト・バイ」リストが存在してい

る。[1] 一方、各国が世界共通の介入リス

トを用いて対策を進めるのは現実的ではな

い。それぞれの国ごとに異なる医療制度、

文化、歴史等があり、生活習慣を主因とす

る非感染性疾患はこうした文脈要素の影響

が大きいからだ。[4,5] それゆえ、まずは

それぞれの国で行われた介入政策の費用対

効果評価を整理してまとめることがエビデ

ンス・ベース作成の重要な一歩となる。

[8] 

本研究では、米国タフツ大学と共同で、世

界中の費用対効果評価の登録データベース

の分析を行った。非感染性疾患に対する介

入を対象とした費用対効果評価の数は年々

増加傾向にあり、今後も増加し続けること

が予想される。その一方で、費用対効果に

関するエビデンスの数は、前節の公的介入

のインパクト評価やその他の実験研究等

（効果のみの測定）には遠く及ばない。こ

れは非感染性疾患の重要性の高まりと共に

公的支出も増大している中、そのための予

算の効率的配分に関する情報が大きく不足

している実態を示している。一方、喫煙と

飲酒に関する介入の費用対効果評価ではお

おむね増分費用効果比が低く、費用対効果

は良好となる傾向にあることも分かった。

今後データベースの分析を精緻化し、さら

に介入タイプやアウトカム毎の分析を行う

必要がある。 

 

３．諸外国の NCD 政策関係者へのインタビ

ュー 

政策研究によるエビデンスは有用であるも

のの、必ずしも政府等の戦略や政策策定プ

ロセスが分かるわけではないため、諸外国

の非感染性疾患対策政策を理解するために

はインタビュー等を通した質的な情報収集

が重要である。本研究では、タイ、ブータ

ン、英国、米国、シンガポールの政策担当

者および有識者に対してインタビューを行

った。その結果、以下の政策策定プロセス

に関して以下の重要な知見が得られた。第

一に、政策意思決定において政府や医療者

のみでなく多様な専門家や利害関係者（患
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者や産業の代表者等）による参画の機会が

整えられていることが分かった。その結

果、意思決定に時間はかかるものの、民主

的な意思決定がなされる余地が大きいこと

が分かった。第二に、政府から独立して政

策のモニタリングを行い、エビデンス収集

と政府への助言を行う機関（例えば英国に

おける公衆衛生庁）が設置されていること

である。インタビューでは各国とも生活習

慣病の一次予防が重視されていることが窺

われた。 

 

４．タバコ供給規制のタバコ消費への潜在

効果に関する研究 

生活習慣病の一次予防政策として健康行動

の改善を期した政策として、喫煙抑制のた

めの規制政策に関する経済研究を行った。

従来の多くの政策では、喫煙が許される年

齢制限、公共施設や飲食店等における禁

煙、タバコを購入できる時間帯の制限等に

ついて議論されることが多かった。[9] 一

方で、電子タバコや味付きタバコの販売が

禁止される国が増えてきており、特定のタ

バコ製品の入手可能性を制限するような政

策への注目が高まっている。本研究では自

然実験的なアプローチにより、任意のタバ

コ製品が廃盤されてしまった場合に個人の

タバコ消費がどう変化するかについて潜在

的な効果の推定をおこなった。その結果、

廃盤の影響によって、その後四年間でタバ

コ購入量が減少した。さらに廃盤の影響を

うけた消費者は、それまでよりもタールや

ニコチンの表示が低いタバコ製品への切り

替えを行ったことが分かった。 

タバコ税をはじめとする別の主要な政策で

は、喫煙の大きな抑止が期待できる一方

で、その効果が短期的に過ぎなかったり、

消費者が一本当たりのニコチン・タール接

種が多い製品を選択するようになるという

課題があった。[10] 本研究の結果は、供

給規制によって長期的な喫煙抑制が達成さ

れる可能性を示唆している。 

 

５．行動科学の知見を用いた介入の検討 

生活習慣病の一次予防では、前節で分析を

おこなったような規制や課税といった、消

費者の選択の自由を制限する形で行動変容

を達成しようとする政策がある一方で、選

択の自由を最大限尊重した上での行動変容

を促す試みも多くある。特に近年では行動

科学の知見を活用したナッジによる介入の

注目度が高く、生活習慣病予防でも文献の

蓄積がある。[11-14] しかしながら、ナッ

ジにも多くの課題点が分かってきている。

例えば、ナッジでは人々を無意識のうちに

特定の行動へと誘導させるという点で個人

の自律性を侵害している可能性がある。近

年、ナッジを補完する行動介入の手法とし

てブーストと呼ばれる介入が提唱されてい

る。ブーストでは人々の内部の意思決定様

式を強化し認知バイアスを抑えることによ

って望ましい行動変容につなげようとする

介入である。[15,16] それゆえ、個人の自

律性を制限する可能性は低いが、「健康無

関心層」のように健康増進に興味を持たな

かったり軽視している人々に対する介入効

果は限定的である。ブーストは今後の生活

習慣病予防政策において重要な政策オプシ

ョンになる可能性があるが、ナッジと比べ

ても新しい介入であるため、特に健康行動

への効果については未だ分かっていないこ

とが多い。従って今後の検証が必要である

ことが明らかになった。 
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６．健康情報提供のあり方に関する研究 

前の節で議論した規制・課税および行動科

学の知見を応用した政策介入に加えて、正

しい健康情報を適切に提供する介入が各国

で長年実施されている。医師や看護師をは

じめとする医療従事者がプライマリ・ケア

の一環で行うことが信頼性の高い情報提供

になる一方で、現代では多くの患者がイン

ターネットを使った検索や SNS を通して情

報を収集している。日本でも、e-ヘルスネ

ットをはじめとしたインターネット上にお

ける情報提供政策が進んでいる。 

日本人はヘルス・リテラシーが低いとする

エビデンスがある。[17] 健康知識が無い

というよりは、健康問題が起きた時に適切

な対処をするための知識が低い可能性があ

る。日本の健康情報提供においては、情報

の内容は百科事典的に医学的な説明がなさ

れ、知識の習得には有用でも、健康問題を

持った人が何をすべきなのか具体的な助言

に乏しいケースも見られる。また、内容は

有用であったとしても自社の製品を宣伝す

るための口実としてなされることがある。

信頼性が高く、国民（患者または医療従事

者等）にとって有用な情報提供のあり方の

検討は、国民の健康づくりにおける重要課

題である。 

社会的に望ましい情報提供のあり方は、そ

の社会における価値判断の問題でもあり、

国民の情報に対する需要の計測を行うこと

によってエビデンスに基づく情報提供の設

計が可能となる。[18,19] 本研究では、コ

ンジョイント分析等の手法を用いて、個人

が必要としている情報の内容、提供者の属

性、費用等に関する需要を測定する研究を

実行する準備が行われた。 

 

７．タバコ税の政治経済分析 

前節までは、生活習慣病対策政策に関する

エビデンスベースの構築と分析に加えて、

主要な政策（課税・規制、行動科学、情

報）の実施や課題点の検討を議論してき

た。生活習慣病対策における重要な論点の

一つとして、政策実施主体や利害関係者が

多岐にわたる点がある。例えばタバコ税に

ついて、税率等に関する権限は財務省にあ

り、税上げは必ずしも健康政策ではない。

従って、税上げを健康政策として実施する

場合には財務省と保健省（日本では厚生労

働省）との省庁間連携が必要になるが、諸

外国における経験では組織的な課題等によ

り常に成功するわけではない。[5] また、

税上げには農家や製造者、消費者といった

利害関係者からの反発が予想される。従っ

て生活習慣病対策政策では、実験室の検証

結果だけでなく現実における政治経済的な

分析が欠かせない。 

本研究では日本のタバコ税をめぐる文献を

整理し、課題設定と公的データの分析を行

った。日本では喫煙率は年々減少してきて

いるが、タバコからの税収は数十年間一貫

して２兆円程度で推移している。タバコ税

に関する研究のほとんどは、タバコ税の水

準はあたかもランダムに変更されたかのよ

うな暗黙の仮定を置いているが、現実には

政策目標に加えて利害関係の調整の結果と

して税率が決められる。[20]一方、タバコ

税に関してこうした政治経済的側面を分析

した研究は、例外的に途上国を中心に存在

するものの、日本での文脈ではほとんど文

献がないことが判明した。[21]さらに、実

際のデータを分析した定量的な研究は存在

しなかった。 

本研究の予備的分析では、たばこ増税から
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たばこ税収へのグレンジャー因果性は確認

できたが、たばこ税収からたばこ税額への

グレンジャー因果性は確認できなかった。

さらなる検討の結果、分析に用いた変数と

の強い関連が疑われる要因を制御するな

ど、さらに分析を精緻にする必要があるこ

とが明らかになった。 

 

８．公平性評価 

非感染性疾患対策のみならず、ほとんど全

ての保健医療政策では国民健康の単純な増

進だけでなく、社会における健康の不平等

を減少させることを重視することが多い。

[22, 23] 日本においても健康日本２１で

は健康格差の解消を目標のひとつとしてい

る。一方、公平性に関する知見のエビデン

スベースは国際的にも弱く、政策上も研究

上も重要な論点になっている。実際、前節

までで議論した政策効果の検証では、政策

の平均効果に着目した分析を行っており、

それが社会にある異なるグループ間でどう

異なるか、また政策の便益がどう配分され

るのかについては分析対象外としている。

本研究では、特に非感染性疾患への介入に

おける公平性の評価に関する文献調査と課

題設定を行った。 

公平性の評価においては、個人の社会経済

的状況や社会経済的地位に着目した研究が

多いが、一方で人種的マイノリティや高齢

者等に着目した研究も少数あった。特に欧

米の研究において一定のエビデンスが蓄積

されているが、日本をはじめアジア諸国に

おいて関連エビデンスが不足していること

が分かった。 

 

Ｄ．考察 

非感染性疾患分野における政策インパクト

評価や費用対効果評価のエビデンスを使っ

た政策決定（EBPM）は世界的な潮流であ

り、日本においても新たな政策決定プロセ

スとして進展著しいが、現状ではその対象

は抗がん剤等の高度医療に限られる等の特

徴がある。新型コロナウィルス感染症等へ

の対応などを含めた医療システム全体での

資源配分の調整にも生活習慣病対策介入の

費用対効果の情報が必要である。本研究は

そうした意思決定に係る基礎資料を提供

し、さらに公平性や倫理等の分析を取り入

れつつ、政策実施に向けた提言につなげる

ことを目標にして研究を行ってきた。 

 

初年度である本年度ではシステマティッ

ク・スコーピングレビューやデータベース

の分析を中心に行うことにより、諸外国に

おける非感染性疾患への政策介入の施行や

その効果・費用対効果についてエビデン

ス・ベースを構築することを目指して作業

を行ってきた。その中で分かってきたこと

の一つとしてエビデンスの統合の難しさが

ある。非感染性疾患の対策ではその効果の

指標として死亡率やバイオマーカー等の医

学的なアウトカム変数が使われる一方で、

製品等の購買量などがアウトカムとなるこ

とも多く、一貫した評価が難しい。また、

研究デザインもランダム化比較試験は比較

的少なく、観察データ等のリアルワールド

データを疑似実験的な手法で分析した結果

を用いることが多い。こうした研究デザイ

ンはエビデンスレベルが比較的低く、さら

に研究デザインが多岐にわたるため比較が

困難である。また、現状では文献調査の対

象が英語（もしくは日本語）で出版された

文献のみに絞られること、灰色文献を取り

込んだ分析が行えていないことなど方法論
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的にも課題が残っている。また、上記の理

由から分析結果を端的に、国民に分かりや

すく図表化・文章化することも今後の課題

である。 

 

介入の公平性評価や政治経済的な意思決定

メカニズムの分析を行うことによって、こ

れら政策意思決定において重要となる論点

についての整理や新たな知見の獲得ができ

た。社会における健康の不平等や、異なる

ステークホルダーの利害関係の調整は意思

決定上無視することはできない。実際に、

諸外国における費用対効果評価による予算

配分の決定においては、総合的評価のプロ

セスの中で費用対効果そのものに加えて、

これらの項目が議論され意思決定に反映さ

れることがある。日本においても、こうし

た効果・費用対効果以外の定量化されたエ

ビデンスを（１）どう作成するか、（２）

どう政策に反映させるか、といった議論が

必要になるかもしれない。 

政策介入に関する効果や費用対効果のエビ

デンスのほとんどは介入の結果の測定であ

り、必ずしも各国政府がどういう考え方に

基づいてそれぞれの政策を実行するに至っ

たかについては明らかにはならない。本研

究では、各国政府担当者や有識者に対して

インタビューを行うことによって、政策策

定プロセスの分析を行った。政策策定では

各国の優先順位は異なるものの、多様なス

テークホルダーの参画を促すことで民主的

な意思決定がなされていることが分かっ

た。また、保健省の諮問をうけ、エビデン

スに基づき政策に関して助言を行う独立し

た行政機関の潜在的有用性が実感された。

例えば英国では公衆衛生庁や医療技術評価

機構のようにエビデンス機関が発達してい

る。エビデンス機関は、必ずしも政府内の

研究機関ではなく、エビデンスの「消費

者」として政府の意思決定への助言を行う

ことを主な機能としている。エビデンス機

関による助言は政府の意思決定プロセスに

明示的に取り込まれているため、エビデン

ス機関はエビデンスに基づき助言をする義

務があるし、政府もその助言を黙殺するこ

とができない（エビデンスに基づく助言と

異なる意思決定を行う場合は国民に対する

相応の説明責任が発生する）。エビデンス

機関が大学等の研究機関等と連携を深めつ

つ業務を進めることで、国全体として科学

的エビデンスの安定的な供給と質の向上に

つながっていることが窺われた。 

 

初年度では、他にも特定のテーマによって

日本のデータを用いた分析も進め、日本の

文脈における政策提言に繋げるための研究

も行った。特に本年度ではタバコに対する

供給規制の可能性について疑似実験手法に

よる分析により、これまでにない長期的に

持続する喫煙抑制効果を見出した。供給規

制は利害関係者からの反発も予想される

上、いますぐの実現は現実的ではないが、

諸外国では電子タバコや味付きタバコの販

売差し止め等の政策が進められており、思

考実験を超えて現実の政策としての可能性

を模索するときが近い将来くるかもしれな

い。 

健康情報提供のあり方については、日本の

情報提供は医学的に正確であることが重視

されており、必ずしも患者本位の情報提供

になっていない可能性が見出された。諸外

国では、医学的知識の提供というよりは、

ある症状を持った人に対して医療機関に受

診すべきかといった具体的なアドバイスが
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情報提供において重視されていることがあ

り、示唆に富んでいた。また、情報提供の

あり方として、公的で信頼できる機関によ

り健康に関するニュースが取り上げられ解

説されている例も見られた（NHS Choice

等）。日本でも国立がん研究センターなど

が有用な情報提供を行っている。日本で一

般的となっている商業主義的な健康情報の

提供のあり方について、企業の社会的責任

の観点からも見直しが必要かもしれない。 

 

行動科学の知見を用いた行動変容にむけた

政策の可能性についてはこれまで多くの政

府文書でも指摘されている。本研究ではナ

ッジを批判的に検討し、新しい補完的な介

入方法としてブースト介入を紹介し分析を

行った。ナッジ介入は、たとえ明示的な禁

止や金銭的負担を伴わなかったとしても、

人々を無意識に特定の行動への誘導する性

質から、個々人の選択の自律性を侵害して

いる可能性がある。一方、ブースト介入は

人々が持つ意思決定上の偏りを修正する力

を付与するものであり、自律性の侵害の可

能性は低い。しかしながら、健康無関心層

への適切な介入の必要性が高まっている

中、介入対象の健康増進への意思を前提と

するブースト介入の効果についてはより注

意深い検討が必要である。それでもなお、

先に述べた健康情報の提供とも関連する

が、消費者や患者が情報を適切に理解して

合理的な選択ができるよう、ブースト介入

によって健康情報の処理能力や習熟度を高

めたり、健康情報を分かりやすく提示する

ような工夫（例えば食品ラベルを単純化す

るなど）については、今後検討を進める価

値があると考えられる。 

本年度の研究では世界中からエビデンスや

知見を収集することに集中したため、日本

独自の文脈において効果のある（また費用

対効果の高い）介入とは何かについて追及

することができなかった。海外のエビデン

スは必ずしも直接日本の文脈に適用できる

ものではなく、エビデンスの適用可能性

（transferability）についての検討が必

要である。インタビュー調査では、日本の

政策決定のプロセスと海外のそれが大きく

異なることが分かった。また、日本では一

般的に医療サービス等へのアクセスを重視

しようとする傾向があり、効率性を重視す

る国々とは価値観も異なる。さらに、日本

で盛んな健診等のより有効な活用を含めた

二次、三次予防の在り方の検討や分析も不

足している。次年度以降の課題として、日

本の文脈において国民の健康づくり運動に

資する研究成果を出していくことが求めら

れる。今年度より日本のデータを用いて進

めているタバコ規制、タバコ税の決定要因

の分析や、日本における公的な健康情報提

供のあり方に関する検討は、日本の文脈に

沿った成果につながる可能性があるため、

次年度以降も引き続き進めていきたい。 

 

Ｅ．結論 

国民の健康づくり運動策定に向けて、諸外

国や国内の生活習慣病対策に関する基礎研

究や文献調査、インタビュー調査を行っ

た。初年度から具体的な研究成果が出てお

り当初の予定通りに順調に推移していると

考えられる。今後は各分担研究を予定通り

進めつつ、その際には医療経済学、行動科

学、倫理と臨床等の広範囲の専門性をもつ

有識者を交えて学際的な検討を行い、成果

を統合して包括的な政策助言につなげた

い。 
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